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平成２７年６月第２回八街市議会定例会会議録（第５号） 

………………………………………………… 

１．開議 平成２７年６月９日 午前１０時００分 

１．出席議員は次のとおり 

    １番 長谷川 健 介 

    ２番 鈴 木 広 美 

    ３番 服 部 雅 恵 

    ４番 小 菅 耕 二 

    ５番 小 山 栄 治 

    ６番 木 村 利 晴 

    ７番 石 井 孝 昭 

    ８番 桜 田 秀 雄 

    ９番 林   修 三 

    10番 小 髙 良 則 

    11番 川 上 雄 次 

    12番 中 田 眞 司 

    13番 古 場 正 春 

    14番 林   政 男 

    15番 新 宅 雅 子 

    16番 鯨 井 眞佐子 

    17番 加 藤   弘 

    18番 京 増 藤 江 

    19番 右 山 正 美 

    20番 丸 山 わき子 

    21番 山 口 孝 弘 

    22番 湯 淺 祐 德 

………………………………………………… 

１．欠席議員は次のとおり 

    な  し 

………………………………………………… 

１．地方自治法第１２１条の規定による会議事件説明のための出席者は次のとおり 

○市長部局 

・議案説明者 

市 長   北 村 新 司 

副 市 長   榎 本 隆 二 

総 務 部 長   武 井 義 行 
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市 民 部 長   石 川 良 道 

経 済 環 境 部 長   麻 生 和 敏 

建 設 部 長   河 野 政 弘 

会 計 管 理 者   醍 醐 真 人 

財 政 課 長   江 澤 利 典 

国 保 年 金 課 長   石 川 孝 夫 

高 齢 者 福 祉 課 長   和 田 文 夫 

下 水 道 課 長   山 本 安 夫 

水 道 課 長   金 﨑 正 人 

・連 絡 員 

秘 書 広 報 課 長   鈴 木 正 義 

総 務 課 長   山 本 雅 章 

社 会 福 祉 課 長   佐 瀬 政 夫 

農 政 課 長   水 村 幸 男 

道 路 河 川 課 長   横 山 富 夫 

………………………………………………… 

○教育委員会 

・議案説明者 

教 育 長   加曽利 佳 信 

教育委員会教育次長   吉 田 一 郎 

・連 絡 員 

庶 務 課 長   勝 又 寿 雄 

………………………………………………… 

○選挙管理委員会 

・議案説明者 

事 務 局 長   山 本 雅 章 

………………………………………………… 

○農業委員会 

・議案説明者 

事 務 局 長   醍 醐 文 一 

………………………………………………… 

１．本会議の事務局長及び書記は次のとおり 

  事 務 局 長   藏 村 隆 雄 

  副 主 幹   梅 澤 孝 行 

  主 査   中 嶋 敏 江 

  主 査 補   須賀澤   勲 
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  主 査 補   居 初 理英子 

………………………………………………… 

１．会議事件は次のとおり 

 ○議事日程（第５号） 

                     平成２７年６月９日（火）午前１０時開議 

    日程第１ 議案第１号から議案第７号、 

         議案第９号 

         請願２７－１号 

         質疑、委員会付託 

    日程第２ 休会の件 
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○議長（湯淺祐德君） 

  ただいまの出席議員は２２名です。したがって、本日の会議は成立しました。 

  これから本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程は配付のとおりです。 

  日程第１、議案第１号から議案第７号、議案第９号及び請願２７－１号を一括議題としま

す。 

  これから質疑を行います。 

  質疑の通告がありますので、質疑を許します。 

  なお、会議規則第５７条及び議会運営等に関する申し合わせにより、各議員の発言時間は、

答弁も含め４０分以内とし、質疑は一問一答、同一議題につき２回までとなっております。

また、上程された議案についての質疑でありますので、議題以外にその範囲が広がらないよ

うお願いいたします。 

  最初に、右山正美議員の質疑を許します。 

○右山正美君 

  おはようございます。それでは通告に従って質問していきたいと思いますが、議案第１号

であります。市税条例の一部を改正する条例の制定についてであります。 

  いろいろ市税法改正が出て、１年、２年先送りというようなことになっているわけですが、

今、やはり、家庭の消費が落ち込んでいて、今日もＧＤＰ０．９パーセント下落ということ

で、なかなか消費が上向いていかない。これはどういうことであるかというと、消費税増税

とか、物価高とか、大企業とは別に中小企業、零細企業を含めて実質的な賃金がなかなか上

がっていかないと、こういう状況のもとで、国もこういった施策をせざるを得ないというこ

とであります。 

  しかし、中身を見ますと、１年、２年先送りというだけで、根本的な解決には私はなって

いないのではないかというふうに思いますが、そういった中で、どういうことが減税、ある

いは軽減になっていくのか、その辺について、まず伺うわけであります。 

  個人住民税については、住宅ローンの減税の拡充の措置で２年間措置されるということで

ございます。当然、住民税が減税されますと、財源不足というものが生じてくるわけであり

ますけど、市税の財源不足については、どのような措置がされるのか、こういった問題につ

いてはどうでしょうか。 

○総務部長（武井義行君） 

  今、おっしゃいました個人住民税の住宅ローン控除の関係だと思います。住宅ローンでマ

イホームを新築や購入、それと増改築された場合に、所得税の税控除が受けられることにな

ります。この控除は本来、所得税から控除するものなんですが、所得税から控除し切れない

場合、これにつきましては、その不足分を住民税から控除するということになっております。

ただ、この措置によります個人住民税の減収分につきましては、全額国費で補填されますの

で、市の減収はございません。 
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  以上です。 

○右山正美君 

  個人住民税のほかにふるさと納税があるわけであります。ふるさと納税は、５団体を超え

る、要する個人が５団体以上寄附をすると、こういった簡素化にならないと。それと同時に、

確定申告、これをやる人は省くという２つの問題があるわけであります。適用外ということ

でね。 

  申告手続の簡素化ということで、ワンストップ特例と、こういうことになるわけですけど、

これはどのようなメリットがあるのか。 

  それから、個人住民税、所得の１割から２割引き上げられるわけであります。確定申告を

行った場合と同じ金額、例えば、所得税額控除分プラス住民税控除分が住民税から控除され

るわけであります。 

  市にとって所得税分が新たに減収となるわけですけど、こういった問題もどうしていくの

か、その辺についてはどうでしょうか。 

○総務部長（武井義行君） 

  まず、ふるさと納税、これのまずメリットと一般的に言われておりますのが、まず、寄附

したい自治体を自分で選べるということ。それから、それのお返しと特産品や特典がもらえ

るということ。それから、寄附する自治体における使途、使い道を選ぶことができる。それ

から税金が控除されるというようなメリットがあると言われております。 

  それでデメリットと言われておりましたのが、これは確定申告をしないと控除の適用を受

けられないというのがございまして、今回、そういった手続を省略するためにワンストップ

特例制度というものができたものでございます。 

  これによりまして、デメリットと言われていたものがなくなるわけでございますので、よ

り多くの方に利用していただければなというふうに考えております。 

  また、控除なんですが、所得税部分について控除されるということなんですが、現在のと

ころ、市町村において立てかえ払いしなければいけないという状況になります。ただ、立て

かえ払いした所得税相当額、これにつきましては、まだ、国の方からどのような対応をする

かという方針が示されておりません。交付税で補填されるとか、そういった措置をしていた

だきたいとは考えておるのですが、まだ市町村の方には、そういった、どういった形でする

かという通知はないものですから、現在、国の動向というものを注視しているところでござ

います。 

○右山正美君 

  ふるさと納税、５団体以上、あるいは確定申告をしなきゃならない人たちの分については、

これはできないということで、そういったためにワンストップ特例制度というものが創設さ

れました。 

  しかし、ふるさと納税、５千円、ふるさと納税でやられる場合に、細かい数字は忘れまし

たけれども、１千幾らの控除とか、いろいろありますね。また、八街市は落花生を送るとか、
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そういったことも考えているのですけど、ふるさと納税をしていただいた方に、そういった

感じでもいいのですけど、これが逆に過度なものになってしまって、税収不足になるという

可能性もあるということも言われているので、その辺のところはしっかりとやっていただき

たいと。せっかく相手の気持ちがふるさと納税でやっていただいたのに、いろいろお返しし

なきゃ、あれをやらなきゃとなって、それが税収不足というか、逆に過度なものになって、

結局は納税していただいた気持ちがだめになってしまうということも考えられる、税収不足

になるということも考えられるわけですので、その辺についてはしっかりとやっていただき

たいと。 

  それから、所得税相当額、これは市が立てかえをしていくわけですけど、やはり、財政的

な措置については、注視するということだけではなくて、国に求めていくことが大事ではな

いかというふうに思いますけど、市長、その辺、財源は、所得税割の相当額、これは今のと

ころ財政法制度の補填などがされないのです、今のところ。財政措置をしっかりしていかな

いと、市の持ち出しになってしまうということがあるわけですので、所得税相当額について

は、やっぱり、国に求めていくと、市が立てかえるわけですから。その辺についてはどうで

しょうか。 

○市長（北村新司君） 

  先ほど、担当部長よりるるお話がございましたところでございますけども、現在のところ、

市町村が立てかえた所得税相当額について交付税の補填など財政的な措置について国から方

針は示されておりませんけれども、このことは市町村にとっては大変厳しいことであります

ので、しっかりとこの補填につきましては、市長会を通じましてお願いをしてまいりたいと

思っております。 

○右山正美君 

  そういったものについては、しっかりと予算措置をされるように、ただ注視ということだ

けではなくて、しっかりと財政措置をしてほしいということで、国にもしっかりと言ってほ

しいと思います。 

  それから、次に、固定資産税について伺いたいと思いますが、これは高齢者、サービス付

高齢者向け貸家住宅の固定資産税の減税についてでございますが、わがまち特例ということ

で、減税をしているわけですが、本市では新築後５年から３分の２を減額、わがまち特例と

いうことでありますけど、これはどういうことなのか。該当の住宅、これはあるのかどうか、

その辺についてはどうでしょうか。 

○総務部長（武井義行君） 

  ご質問の固定資産税につきましては、これは高齢者の居住の安定確保に関する法律、これ

に規定されるサービス付高齢者向け借家住宅、これが対象になるものでございまして、地上

階数が３階以上とか、そういった規定はございます。 

  それで、これにつきましては、新築後５年間固定資産税、３分の２を減額できるというも

のでございます。これは八街市におきましては、けやきの森公園の近くに７階建ての高齢者
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住宅があるのですが、これは建ったのが昨年だということから、これには該当する施設では

ありませんということで、市内には該当する施設は、今、ございません。 

○右山正美君 

  該当するところが１カ所ぐらいあるような話も聞いたのですけど、これは該当するところ

は八街市ではないということでございます。 

  次に、固定資産税特例の適用年度の更新について伺うわけですが、これは宅地や商業地等

に係る税負担の調整措置が３年がまた延長されるということでございます。負担調整とか見

直し修正が行われるわけですが、住宅とか土地に係る税率の特例措置が４パーセントから３

パーセントに、また、宅地評価土地に係る課税標準の特例措置が２分の１になるということ

で、こういったことで３年間延長されるわけであります。こういった問題について、どうい

うことなのか、お伺いをいたします。 

○総務部長（武井義行君） 

  これにつきましては、固定資産税評価替え、これは３年に一遍行っておるわけなんですけ

ども、実は前回の評価替えのときも同じような形で３年間延長ということになったわけなん

ですが、評価額が急激に下落した場合、または上昇した場合にその税負担を緩やかになるよ

うに課税標準額を徐々に是正するという制度のものでございます。 

  あと、一般的に住宅用地につきましては、２００平米以下の小規模住宅につきましては、

価格の６分の１とすること。それから、２００平米を超えるもの、一般住宅用地と言われて

いるものですが、これにつきましては３分の１とするなどの優遇措置が設けられております。 

○右山正美君 

  今回の条例改正で適用年度を３年延長するということであります。以前は６分の１とか３

分の１とか、そういったわけでありますけど、これが緩和されて延長されると、さらに延長

されるということであります。 

  それから、軽自動車に３月議会で軽自動車税の引き上げということで出てきたのでありま

すが、これは消費税とか、そういった消費の落ち込みで、それが回復しない中で、バイクの

方は新旧の区別なく最大２倍になるということで、いろいろ与野党から反発の声が出て、１

年延長が原付き二輪、また二輪というふうに決まってきたわけであります。 

  その中で、重課税率、これが導入されるということで、１３年に車がなってきますと、重

課税の導入ということで、さらに市民の負担が増えていくということは、もう間違いのない

ことで、税率を見ますと、かなりの引き上げになってくるわけで、軽自動車７千２００円が

１万２千９００円と、１３年を越えると、課税率でね。特に八街市は軽四、軽トラ、こうい

ったことで、農家の方々も非常に多く使っていると。それも年数もね。距離は走らないわけ

ですから、１３年、１５年というのは平気で乗れるわけです。そういうことで、こういった

ものに対して、重課税率を引き上げていく、それも７千２００円から１万２千９００円です

から、倍近い引き上げが行われるんですね。それでやっぱり農家の方もこれはやっていけな

いなというふうに思うのですけど、こういった問題で、担当課については、どのように考え
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ているのか、その辺についてお伺いいたします。 

○総務部長（武井義行君） 

  今、右山議員がおっしゃいました７千２００円が１万２千９００円になるということ、こ

れは四輪の自家用の乗用車のケースの場合でございます。現行７千２００円が今度新しく１

万８００円に改正されます、税率が。それが重課税率となった場合、１万２千９００円にな

るわけなんですが、これはやはり国がグリーン化を進めるということが、今回、重課という

ものの根底にあるんだと思います。 

  ただ、今、右山議員がおっしゃいましたように、農家の車などにつきましては、確かに走

行距離なんかを見ますと、そんなに走っていないケースというのはかなり多いと思います。

この辺は国の地方税法の改正ですので、市の裁量でなかなかできるものではありませんけれ

ども、その辺は私も配慮していただきたいなと個人的には考えは持っております。 

○右山正美君 

  国の施策だということでありますけど、こういった問題についても真剣に考えれば、市の

方で特例として税は考えられるわけですね。わがまち特例で、国が一律に定めてきた内容を

市町村が新たに条例で決定できる地域決定型地方税制措置、特例措置というのがあるわけで

すから、その中で考えていけばいいのではないかというふうにも思います。 

  次に、エコカーに該当する判断、この問題について、いろいろあるわけです。グリーン化

特例として電気自動車は７５パーセントが軽減される。あと２０年度燃費基準プラス２０パ

ーセント達成の場合は５０パーセント軽減と。２０年度燃費基準達成の場合２５パーセント

が軽減されると、こういうものが導入されるわけですけど、その基準とか判断、こういった

ものについては、どういった形でとられるのか、どのような確認方法があるのか、その辺に

ついてはどうですか。 

○総務部長（武井義行君） 

  軽自動車のエコカー減税、これにつきましては今年の４月１日から来年３月３１日までに

新規取得車、軽四輪、その中の電気自動車及び天然ガス自動車については税率７５パーセン

トを軽減して、ガソリン車については基準エネルギー消費法律基準、これは排ガス基準と言

っていますが、それによって２５から５０パーセント軽減するわけですけれども、この基準

に達しているかどうかにつきましては、軽自動車検査協会、それから車検証などの申告書に

より確認することができるということになっております。 

○右山正美君 

  車検証とか、検査協会から受けて申告によって確認できるということであります。 

  それで、もう一つだけ聞きたいのですが、軽自動車、さきの減税と同じですが、先ほど１

年先送りということで、原付き、二輪とか、そういった問題で出したわけでありますけど、

７千５１１台、８００万円ほど減少ということでありますね。こういった減少で、平成２７

年度の予算は成立いたしました。しかし、これは結局１年先送りですから、予算が確保でき

ないわけです。そういった部分について、財政的にどのようにこれは処理されるのか。財源
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確保として、これも国から支援策として確保されるのかどうか、その辺はどうですか。 

○総務部長（武井義行君） 

  ちょっとすみません。その辺は確認をしていないところなので、申し訳ないのですが。当

然、市としても市税収の確保というのは、これは一番の重要課題ということで取り組んでお

りますので、そういった国からの補填とか、そういったものがどういうふうにあるのか、そ

の辺もしっかり確認しながら、収入の増に努めてまいりたいと思います。 

○右山正美君 

  平成２７年度の予算も成立して、国の方からこういった税法の関係で専決処分というのが

来ているわけですから、専決処分されたわけですから、本来ならば財政的にこういった不足

部分が生じるわけですから、これもどういった財源措置がされるのかというのも、はっきり

と私はここに明記してしかるべきではないかというふうに思います。どうするのかわからな

いとか、先ほどの所得税相当額の問題もありましたけど、しっかりとした財政、財源確保、

こういったものが求められてくるのではないかというふうに思いますので、専決処分されて、

もっとしっかりした財源確保の方針をしっかり出してほしいなと、そういう具合に思います。 

  次に、議案第３号ですが、これは国保税の条例、これも専決処分されました。 

  それで、国の方針としまして、これは国保は広域化の方に移行されます。そういうことで、

３団体から財源的な問題も含めていろいろ意見が出ておりまして、そういった中で政府は公

費拡充等の財政基盤の強化によって、毎年３千４００億円の財政支援がこれは確認されたわ

けであります。 

  そういった中で、１５年度から低所得者対策として保険者支援制度の活用策として、全国

で約１千７００億円、１８年以降はさらに国費を毎年１千７００億円、これも財源措置する

ということになっているわけですが、これは低所得者対策だけではなくて、全体の国保税の

引き下げも可能になってくるのではないかと思いますけど、そういう活用も私はすべきでは

ないかというふうに思いますけど、まず、その辺に１点だけ伺いたいと思います。 

○国保年金課長（石川孝夫君） 

  ただいまご質問いただきました保険者支援制度なんですが、これはそもそも国保財政の基

盤強化策の１つとして創設された制度でありまして、低所得者を多く抱える保険者の財政基

盤を強化することが、ひいては行く行くは保険税負担の軽減につながるということで、でき

た制度であります。 

  ご存じのように、初日に繰上充用をお認めいただきましたが、本市の国保財政は大変厳し

い状況にあるわけでございます。今回の支援拡充を考慮したとしましても、保険税の引き下

げができるほど基盤が強化されるとは、現在のところ考えられませんので、その辺はご理解

いただきたいと思います。 

○右山正美君 

  今、財政基盤の強化ということを言われましたけど、これは全国で３千４００億円の財政

支援ということで言われたわけで、ぜひ、こういった問題も含めて、八街にはあまり来ない
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んだというような話もありましたけど、しかし、それはそれなりの財政が来るわけですから、

本税の国保税の引き下げ、こういったものも視野に入れてやっていく必要があるかなという

ふうに思います。 

  低所得者対策についてですが、５割軽減について、その根拠と影響、どのぐらいの人たち

が影響するのかどうか、その辺について伺いたいと思います。 

○国保年金課長（石川孝夫君） 

  今回の５割、２割の軽減につきましては、平成２６年度税制改正によりまして、地方税法

及び同法施行令の改正によりまして、５割軽減の対象とする基準額が基礎控除額の３３万円、

それに２６万円掛ける被保険者数、２割軽減の基礎額が３３万円に足すことの４７万円掛け

る被保険者数という形に改正されるわけでございます。 

  この改正によりまして影響する世帯なんですが、この算出にあたりましては平成２６年、

昨年の４月１日に資格のある者につきまして本年５月１８日時点で算出したものでございま

すが、拡充する均等割人数が３４４人の増、それから拡充する平等割世帯が１５２世帯の増、

金額にしますと、同じく昨年の４月１日資格がある者について本年５月１８日の算出により

ますと、対象拡大による軽減額の増は、均等割と平等割を合わせて６８６万円となります。 

○右山正美君 

  均等割で３４４人、平等割で１５０人、これは微々たるもので、先ほども言いましたとお

り、全体的な財政基盤強化ということもうたわれている中で、これはしっかりと本税、５割、

２割もそうですけど、しっかりとした国保税の引き下げといいますか、そういったものも視

野に入れてやっていただきたいと、そういう具合に思いますし、全体的に国保というのは、

国民健康保険というのは、脆弱な財源のもとで行われていて、本当に強く思うのは、今の国

の財政支援から、もとの位置に戻すということが本当に財政支援があってこそ、国保財政と

いうのは安定するのではないかと、担当課も私はそのように思うのですけど、財源が貧弱な

中で国保の加入者というのが運営されているわけですので、そういった点では、市長会でも

そうですけど、国の方に財源を確保していくことが大変重要だと思いますので、その辺のと

ころも申し上げておきたいというふうに思います。 

  今回の地方税法の改正で、納税者の権利といいますか、そういった問題もしっかりと見直

しがされたわけであります。猶予制度の見直しであります。徴収猶予とか、換価の猶予であ

りますけど、納税者の猶予制度、これが新設されたわけであります。 

  徴収に関わる問題では、さらなる慎重な対応が必要ではないかというふうに思いますので、

そういった面も含めて市民との接触には十分注意していただきたいと、こういう具合に申し

上げておきます。 

  これは市が条例でいろいろな面で明記するということにもなっておりますので、「徴収強

化、徴収強化」ということで、そういうこともあるのですけど、しかし、納税者のそういっ

た徴収制度、そういったものもしっかりと地方税法では明記されておりますので、注意をし

ていただきたいということを申し上げて終わりにします。 
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○議長（湯淺祐德君） 

  以上で右山正美議員の質疑を終了します。 

  次に、京増藤江議員の質疑を許します。 

○京増藤江君 

  それでは、議案第７号、１０ページの平成２７年度八街市一般会計補正予算についてお伺

いします。 

  ２款１項９目の社会保障・税番号制度システム整備事業についてでございます。 

  ３千４２６万９千円の予算計上なんですけれど、これは社会保障・番号制度、日本国内に

住民票を持っている人たち全員に生涯かえることができない１２桁の番号を割り振っていく。

そして、もう今年１０月から番号を通知するカードが届けられる。そして来年１月からは一

部運用開始がされる、そういう計画となっています。 

  この番号は、個人が納税や社会保障給付などの情報を国が管理し、行政手続などを活用す

る番号なんですけれど、国民は必要としておりません。市民の皆さんからも「何でマイナン

バーが必要なんだろう、プライバシーはどうなるんだろう」、このような疑問があちこちか

ら出されておりました。こういうやさきに、日本年金機構がサイバー攻撃を受けて基礎年金

番号や氏名、生年月日、住所などの個人情報１２５万件が流出するという大変な状況になっ

ています。 

  ６月２日のマイナンバー拡大法案と個人情報保護法案改定案の国会での参考人質疑におい

て、マイナンバー制度については上智大学の田島泰彦教授から指摘がされているのですけれ

ど、大量の個人情報の漏えいや不正使用、なりすましの危険が高まる一方で、個人情報が過

度に官によって、公によって管理され、乱用される危険が大きい。さらに憲法が保障するプ

ライバシー権にも抵触しかねない。制度自体の再検討が必要だ、こういう意見が出されてお

ります。 

  本来ならば、こういう専門家の意見を尊重して制度の運用中止を含めて再検討が必要だと

思うのですけれど、八街市においては、漏えいや乱用の危険防止も含めた整備状況はどうな

っているのか伺います。 

○総務部長（武井義行君） 

  今回、日本年金機構におきまして、登録された１２５万件以上の個人情報が流出したとい

うことが大変問題になっております。これはウイルスメールによるものが原因ですけども、

その辺の対応の遅れ等も指摘されているところでございます。 

  今回のマイナンバー制度、これにつきましては、通常のインターネット回線と違う専用の

回線を使うこと、それから、暗号化されているデータをやりとりするということで、外部に

は基本的には漏れない仕様になっているということになっております。 

  また、ＩＤやパスワードを入力することによりまして、誰がいつ、どこでアクセスしたか、

これもわかるような対策も講じられております。 

  国におきましては、いろいろ安全対策を、今、講じておるところなんですけども、私たち
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も準備を進める中で、国・県と連携を密にしながら、安全で安心な市民の皆さんにとって利

便性の高い制度となるように努めてまいりたいと考えております。 

○京増藤江君 

  漏えいは心配ないという、そういうことのようなんですけれど、誰がどこでアクセスした

かもわかるようになっているとおっしゃるのですけれど、しかし、もう専門家がやはりこれ

は漏えいする可能性があるよと、そういうことを言っているんですよ。それから、諸外国で

も、こういう制度をとっている国では防止できていないのです。 

  つい先日もアメリカでは情報が流出して、悪用されて、約６１億円の税還付が誤って実施

されたと、こういう報道もあります。外国で防止ができないのに、何で日本でできるのか。

こういうことは、やはり、流出するかもしれない、いろんな事故が起きるかもしれない、こ

ういうふうに見なければならないものだと思います。 

  日本ではそういうことはないんだということは、原発事故で政府は言っていましたね、東

京電力福島第一原発事故が起きるまで。日本の技術は高度で、安心だ、クリーンだ、こんな

ふうに言っていたのですけれど、それを福島の方たちも、多くの国民も事故が起きるはずが

ないと、こういうふうに思わされてきたわけです。しかし、年金機構の流出と同じように―

―年金機構は特別に働いている方々も正職員ではない、こういうこともいっぱいありました。

そして、管理が甘い、こういうこともありました。しかし、マイナンバー制度がかなり厳し

くされているといっても、やはり、絶対安全とは言い切れない、この認識が専門家からも必

要だということが言われているわけです。 

  それでお聞きしたいのですけれど、これは私は本当は廃止すべきだとは思いますけど、し

かし、今、整備されておりますから、お聞きしますけれど、整備事業費のうち一般財源から

６３３万９千円が支出となっておりますが、今まで支出した一般財源の合計はどのぐらいな

のか、お伺いします。 

○総務部長（武井義行君） 

  マイナンバー制度につきましては、昨年からシステム改修等始めております。平成２６年、

平成２７年度、この２カ年で総額７千５７１万円を見込んでおりますけれども、そのうち一

般財源にあたるものは１千４６６万１千円でございます。 

○京増藤江君 

  やはり、国が市民が特別必要としていないような、国民全体もそうですけれど、ようなも

のに、今、例えば、八街では財源不足ということで、本当に苦労している中で、やはり、国

が進める政策で、今までで１千４００万円支出、予定も含めて、こういうことが予算計上さ

れているというところでは、本当に市の方がやりたかった事業でもないと思いますけれど、

こうやって支出されていくのに、こういう点では私は、本来ならば、もし、どうしてもやる

のであれば、国が全部出すべきだと、そういうふうに言うべきだと思います。 

  これは国民に対しては、国民の所得や資産を法律的に掌握されたり、徴税が強化されたり

と、そういう国民にとってはいいことは本当にありませんけれど、便利になると言われてい
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ますけれど、そんなものと取りかえができないぐらい、国民にとっては大変な不利なことが

いっぱいある。一方では、大企業にとっては３兆円市場と言われるマイナンバー普及、これ

で大喜びしているのは大企業だと言われています。国民にとっては廃止こそが利益になる、

私はこういうことを申し上げておきたいと思います。 

  次に、同じ１０ページなんですけれど、１９節の負担金補助及び交付金についてでござい

ます。 

  中間サーバー・プラットフォーム利用負担金について６５３万６千円が計上されているの

ですけれど、この負担金の内容の説明及びこの制度を続ける場合に国庫負担は今後も続くの

かということについてお伺いします。 

○総務部長（武井義行君） 

  まず、中間サーバー・プラットフォームの利用負担金ですけれども、これは今回のマイナ

ンバー制度におきまして、情報提供ネットワークシステム、それと地方公共団体の既存のシ

ステムとの情報の授受、その仲買いをする役割を担っているものでございます。 

  この拠点は国内東西に２カ所設置されるというふうに伺っております。その２カ所が相互

にバックアップするというようなことでございます。 

  この負担金ですけれども、使用する全都道府県、全市町村が案分して負担するということ

になっておりまして、平成２８年度以降、これにつきましては国の補助、財源の措置はない

のではないかというふうに考えております。 

○京増藤江君 

  ２８年度以降、財源不足で国はしないと。ちょっと私、聞き取れなかったのですけれど、

これ２回目になるのか、これ１回目の答弁ですから、はっきりお願いします。 

○総務部長（武井義行君） 

  国の財源不足ということではなくて、国庫補助による財源措置をされないというふうに伺

っております。国からの補助はないということです。 

○京増藤江君 

  国からされない。 

○総務部長（武井義行君） 

  されないということです。 

○京増藤江君 

  本当に国はこうやって新たな制度をして、大企業がもうけるけれど、市町村はやはり負担

が増えていくと、こういう制度、まして市民は一旦情報が流出してしまえば、年金情報どこ

ろではない、個人が持っている情報が明らかにされてしまう。本当に大変な状況。ぜひ、こ

れは廃止しかないと。ここでも市民の大事な税金を使わざるを得ないという点でも、廃止し

かないなと申し上げておきたいと思います。 

  次に、２款１項１０目諸費の負担金補助及び交付金についてなんですが、コミュニティ助

成事業補助金について２５０万円の計上ですが、この内容について説明をお願いします。 
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○総務部長（武井義行君） 

  このコミュニティ助成事業補助金２５０万円につきましては、宝くじの社会貢献広報事業

の一環として、財団法人自治総合センターが実施する一般コミュニティ助成事業、この採択

を受けて実施するものでございます。 

  今回は採択されまして実施する対象区、これは二区になります。それで、内容は音響整備

ですとか、電気陶芸窯、こういった備品の購入に充てるものでございます。 

○京増藤江君 

  二区青年館の音響設備に使われるということで、これは本当に皆さんが要望しておられる

ことと思います。大変いいことだなと思うのですけれど、やはり、こういうさまざまな助成

金を使って施設を充実させていくということは、今、住民の皆さんが区になかなか加入して

いただけないという点からも、魅力ある区の運営に大きく寄与してもらえると思うのですが、

こういう助成金というのは、例えば、こういう設備の補助とか、音響とかもあるでしょうけ

れど、例えば、福祉施設などにもいろんな補助が、助成がされることがあると思うのですけ

れど、例えば、今、住民の皆さんが近くで簡単に運動できるようなものが欲しいと。例えば、

こういう青年館なり、地区のコミュニティを使って運動できるような、例えば、そういう地

域にでも運動設備ができるような助成などもあるのでしょうか。 

○総務部長（武井義行君） 

  一般コミュニティ助成事業、これまでのどういった内容だったかと見ますと、みこしです

とか、やはりカラオケですとか、太鼓ですとか、こういった地域コミュニティ事業に関わる

ものということで助成をいただいております。今、おっしゃられたようなものが実際に合致

するかどうかということについては、私、今、判断できないのですが、これまでの経過から

申し上げますと、そういったものが助成されておりまして、実はこの事業につきましては、

９団体が申請しております。今、待ちの状況でございまして、そこの団体を見ましても、同

じように、そういったものとか、テントですとか、そういった申請の内容になっております。 

○京増藤江君 

  恐らく今までも皆さんがそういう設備が欲しいというようなことで、こういう助成がされ

てきたんだとは思うのですけれど、やはり、今、高齢社会を迎えて、新たなそういう状況も

生まれていると。新たな要望も出てくるだろうということも踏まえまして、ぜひ、そういう

ものが意見とか言えるようなことがあるのでしたら、ぜひ、そういう意見も出しておいてい

ただきたいなと要望して質問を終わります。 

○議長（湯淺祐德君） 

  以上で京増藤江議員の質疑を終了します。 

  次に、丸山わき子議員の質疑を許します。 

○丸山わき子君 

  議案第６号と７号につきまして質問をいたします。 

  まず、議案第６号でございますが、これは八街市の重度心身障害者の医療費助成に関する
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条例の一部改正でございまして、今まで障がい者の皆さんの医療費、これは自己負担を一旦

全額病院の窓口で支払って、領収書を市町村に申請して助成を受けなければならないという

大変面倒くさい償還払いだったものを、これは窓口で一気に無料化にするという。現在、行

っている子ども医療費助成と同じ事務になるわけなんですけれども、今回の窓口無料化にあ

たりまして、通院１回、入院１日あたり３００円という自己負担を導入するものであります。

なぜ障がい者の皆さんにわざわざ自己負担を求めるのか。自己負担を求める理由をお伺いい

たします。 

○市民部長（石川良道君） 

  この事業は、ご案内のとおり、対象となる医療費につきまして県が２分の１、市が２分の

１補助している事業でございまして、県の方におきまして、今、お話のありました償還払い

方式から現物給付に変えていくということで、この点については利用者側の要望を実現する

ような形での対応というふうな形になっているわけです。 

  今、先ほど、お話がありましたように、この制度につきましては、県の制度改正がござい

ましたので、こちらに合わせていくというのが基本としてとられているわけでございまして、

制度対象外の方の公平性の観点というところから、子ども医療費助成制度同様に一定の負担

を求めるということで、その額は、今、お話にありましたとおり、入院１回につき３００円、

通院１回につき３００円という額になります。 

  償還払いから現物給付に変わるという給付方法の変更に伴って医療費そのものが県の方も

１割程度増えるのではないかということで見込んでおりまして、本市においても、そういう

ことを念頭に置いた形での予算化をしております。 

  そういうことから、住民税非課税世帯に対しては、これまでどおり自己負担を求めないと

いう配慮の中で、住民税所得割課税世帯に対しては一定の負担を求めるのはやむを得ないの

かなというふうに考えております。 

○丸山わき子君 

  今、言われたように、非課税世帯に対しては一定の措置がされるんだということでありま

すけれども、やはり、障がいを持つ、ハンディを持つということは、健常者とはやはりその

辺は違うわけで、そういう意味では本当に障害者年金で暮らしていかなければならない方々

にとっては大きな負担になっていくのではないかと。 

  １カ月１回３００円ではないんですよね。通院１回について３００円、それから、入院も

１日について３００円、ですから１カ月入院すれば３００円どころではないのです。あるい

は通院も１カ月のうち、例えば透析の方は最低週２回はやらなきゃならない。それが１カ月

になれば、３００円どころではないということで、私は、この問題は死活問題ではないかと

いうふうに思います。 

  ２００１年、これは国連の中で障害者の権利条約、これを確認しているのです。この中で、

障がいのある方、そして、その家族に対して十分な生活水準と生活水準の不断の改善を享受

する権利があるんだ、これが確認されているのです。 
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  そういう意味では、私は、この持っていき方というのは、大変逆行しているというふうに

思います。 

  それから、次にお伺いいたしますのは、２点目に、八街市の自己負担をしなければならな

い方、どのぐらいいるのか。また、年間の負担総額、年間の医療費支払い等を見て、どのぐ

らいなるのか、その辺についてお伺いしたいと思います。 

○市民部長（石川良道君） 

  対象者につきましては、平成２６年度の所得確認の結果によりますと、対象者は９６３人

中４０７人、約４割の方が市民税所得割課税世帯に属しておるところでございます。それか

ら対象者につきましては、毎月通院されている方とか、あるいは年２、３回の方とかで、受

診の頻度がばらつきがあるという中でのことになりますので、年間の負担総額の算出は難し

いところでございますが、これは試算になりますが、仮に入院一月当たり平均５０人、一人

当たり平均１５日とした場合、また通院一月当たり平均５５０人、一人当たり平均４回とし

て算定いたしますと、年間約４２５万円になります。これは当初予算の約４パーセントとい

うふうに試算しているところでございます。 

○丸山わき子君 

  そのように新たな負担が出てくるわけなんです。 

  重度障がい者の方々新たな負担が課せられるということは到底認められないと。自己負担

導入は、制度改正に水を差すものだというふうに思います。窓口完全無料化を実施していく

べきであると。 

  障がい者団体の皆さんが窓口無料化に対しては２０年来の県に対して要望を出していたわ

けです。ところが、このように自己負担を導入するという、とんでもない内容である、それ

から、次にお伺いするのが年齢制限も導入するということなわけです。窓口無料化に関して

は、対象者を見直しするんだと。６５歳で線を引くということですね。 

  ちょっと１点お伺いしたいのは、現在、介護保険で６５歳で障がい者は介護保険に移行し

てくださいという、そういう介護保険優先の原則というのがあって、進めてきていると思う

のですが、実際には障がい者団体から「とんでもないんだ」と。介護保険に移行することに

よって、今まで受けていたサービスが受けられなくなってしまうということで、これは大変

な障がい者の皆さんから大きな反対があり、国会にも大変な改善を求める声が挙がったわけ

です。ついに厚生労働省は、これは一人ひとり意向を汲み取って対応しなさいよと、こうい

う通知を出さざるを得なくなっちゃった。 

  八街市の６５歳以上で介護保険に移行している方々に対しては、現在はどのような対応を

されているのか、その辺についてお伺いしたいと思います。 

○市民部長（石川良道君） 

  今回、６５歳になられた場合の介護保険サービスを受けるということにあたって、障がい

サービスを受けていらっしゃる方、こちらにつきましては、介護保険サービスが優先になる

ということであるわけでございます。ですが、障害福祉と介護保険では根拠法令がそれぞれ
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当然別だということでありまして、支援の内容や基準、給付水準も異なるということから、

介護保険の支給制度、限度を超える部分、あるいは介護保険にはないサービス、こちらにつ

いては引き続いて障害福祉サービスができるということになっております。 

○丸山わき子君 

  それでは、八街市は６５歳になって介護保険に移らなければならないんだけれども、その

助成の対象にしていますよと。それは１００パーセント対応されていますか。 

○市民部長（石川良道君） 

  実態として個別の対応の中でどういうことが出ているのかというのは、把握は申し訳ない

ですが、していないのですが、当然、今、申し上げましたように、制度の違い、横出し部分

といいますか、介護保険に重ならない部分というのもありますので、そちらについては障害

福祉のサービスの中で対応できているものというふうに理解しております。 

○丸山わき子君 

  それが本来であるというふうに思うのですが、今度の障がい者の医療費の窓口無料化に関

しましては、これは６５歳で新たに重度障害があった方は、どういうような対応をされるの

か、その辺についてお伺いいたします。 

○市民部長（石川良道君） 

  ６５歳以上で重度障害になられた方、こちらについては加齢に伴う疾病等が原因で重度障

害となることが多いことから、障害福祉施策ではなくて、加齢に伴う高齢者の医療を国民全

体で支える国の後期高齢者医療制度で対応してもらうと、そういう考え方に基づきまして、

当該医療費助成制度の対象外としているところでございます。 

  ということで、今、申し上げた形での対応というふうなことになります。 

○丸山わき子君 

  障がいに若年も高齢者もないと思うのです。人生の中で誰しもが障がい者になっていかざ

るを得ないという、加齢によっていろんな事情、状況はあろうかと思います。 

  新たに重度障害になる方というのは、６５歳以上で６割ぐらいいるのではないかという、

これは全国的な統計の中で出てきているわけです。こういう方々が後期高齢者の医療制度の

中に放り込まれれば、負担は一気に出てくるわけです。 

  そういう意味では、今回の窓口無料化というのは、実質的には改悪ではないかというふう

に思うわけなんですが、その辺については、どのような見解なんでしょうか。 

○市民部長（石川良道君） 

  いろいろ他の制度と、例えば、子ども医療の方の関係とかでも、１割負担を原則としてい

ただいているとか、そういう制度上にいろんな制度がある中で、こちらの事業、県と市によ

るこういう事業というよりは、国の制度に依拠した形の中での制度が優先されるべきだとい

う考え方に立っての判断ということでございまして、県下全て同じ対応でございますので、

そういう考え方に立っているというふうに考えております。 

○丸山わき子君 
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  県がやっているからではなくて、障がいになった方々をどう守るか、これは各自治体の仕

事であろうかというふうに思います。 

  ６５歳以上で新たに重度障害者になるということは大変不安なことであろうかというふう

に思います。こういう方々を医療費の制度から除外してしまう。本当に命をつなぐ制度から

放り出されてしまうということになると思うのです。こんな新たな負担の押し付けである制

度は、私は撤回すべきであると。当然、障がい者団体の皆さんも、６５歳になってこの制度

が使えなくなるということへの不安に対して異議を申し立てています。県に対して、見直し

をしてくれということを求めています。ぜひ、自治体からも住民の暮らしや健康や安全を守

る自治体の仕事を貫いていくためには、こうした矛盾した制度は絶対に撤回してほしいんだ

ということを申し入れていっていただきたいというふうに思います。 

  次に、窓口無料化導入によって、国保に対して国は国庫補助金の削減という、またペナル

ティーを課してきているわけです。国庫負担金の削減の影響額、八街市はどのぐらいあるの

か、その辺についてお伺いいたします。 

○国保年金課長（石川孝夫君） 

  この重度心身障害児の医療費助成に伴いまして、心身障害者児の医療費助成、これは市町

村の単独事業になるわけなんですが、これによりまして、一部負担金を現物支給した場合に

は影響で医療費が増えるということから、単独事業を実施していない市町村との国庫負担配

分上の公平を図るという目的で、医療費増を調整する減額措置というのが行われています。 

  この影響額なんですが、まず、減額率ですが、これは窓口での一般負担金の減額幅、それ

から医療の受診実態に応じて算出されることになりまして、対象となる費用額、つまりお医

者さんにかかった重度心身障害者の医療費分に対する国庫負担金の減額率は最大で０．８４

２７、パーセントにすると１５．７パーセントの減額となります。 

  この率によりまして昨年度の重度心身障害者の医療給付費について試算してみますと、約

６６０万円の減額となる見込みでございます。 

  なお、この減額影響分につきましては、子ども医療費と同様に県において補填助成される

こととなっております。 

  以上です。 

○丸山わき子君 

  県はスタートをしていくわけですから、県が補填しますよということで対応されるかと思

いますが、今後、こういった保障はないわけですね。そもそも国が積極的に自治体が住民に

サービスとして取り組む事業に対してペナルティーを課すということ自体も私は問題だと思

います。子ども医療費も７５０万、障がい者の関係では６６０万、今のところは県が補填し

ていますけれども、やはり国のこうした姑息な対応の仕方については、私は徹底的に国に対

して異議を申し立てていく必要があるのではないかというふうに思います。 

  市長はこの点でどんなふうにお考えか、お聞きいたします。 

○市長（北村新司君） 
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  今回の重度心身障害者医療費助成の実施によりまして、国保に関する国からの交付金等が

減額されるということであるわけでございますけれども、このことにつきましては、全国市

長会、あるいは千葉県市長会の要望に基づきまして、この減額措置は廃止するようにという

ことで国へ要望活動をしておるところでございます。 

○丸山わき子君 

  ぜひ、廃止するようにということで、引き続き取り組んでいっていただきたいというふう

に思います。 

  次に、議案第７号の一般会計の補正予算についてお伺いするところでありますが、これは

教育指導費について、発達障害早期継続支援事業についてですが、この具体的な取り組みに

ついて、まず１点お伺いいたします。 

○教育次長（吉田一郎君） 

  発達障害早期継続支援事業は、国委託事業でございまして、発達障害の可能性のある児

童・生徒に対する各学校段階の移行期における円滑かつ適切な引き継ぎ手法、それに時期等

に関する調査研究を行うモデル事業でございます。 

  各学校段階の移行期と、この事業におきましては、小学校段階から中学校段階を第１移行

期、中学校段階から高等学校段階を第２移行期としてございます。 

  具体的な委託事業内容の１点目につきましては、引き継ぎを意識した個別の教育支援計画

等の作成方法の研究でございます。これは小学校から中学校へ、中学校から高等学校へとい

うような移行期に、前在籍校から引き継ぐべき情報を調査し、引き継ぎの観点を明確化する

調査でございます。 

  ２点目は、進学前後における引き継ぎ内容及び時期の研究でございます。これは引き継ぎ

内容を踏まえた学級編制、支援体制、グループ活動における配慮等の検討及び引き継ぎの時

期の検討を行う調査でございます。 

  ３点目は、児童・生徒本人及び保護者の同意を得つつ、引き継ぎを実施する仕組みの構築

等でございます。これは発達障害の可能性のある児童・生徒及び保護者に対する引き継ぎの

目的、引き継ぎの内容、必要な支援等についての説明方法を明確化する調査でございます。 

  以上でございます。 

○丸山わき子君 

  今、発達障害という問題につきましては、全国的に大変問題になっていて、八街市でも大

変深刻な状況ではなかろうかということで、ぜひ、この問題は積極的に対応していっていた

だきたいというふうに思うのですが、専門的指導員の配置について、これについてはどのよ

うな形で配置されるのか。また、この専門的指導員がどのような具体的な役割、どのような

事務的な対応になっていくのか、それについてお伺いいたします。 

○教育次長（吉田一郎君） 

  専門的指導員といたしましては、学校間連携コーディネーターといたしまして２名を予定

しております。小学校、中学校間の連携役として１名、中学校、高等学校間の連携役として
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１名でございます。 

  専門的指導員の資格といたしましては、教員免許保持者であり、なおかつ、特別支援教育

に携わり、過去に他校関係職間等の連携経験を有する者としてございます。 

  専門的指導員の業務内容といたしましては、発達段階に応じた支援に関する助言、学校間

連携における調整、特別支援教育コーディネーターを中心とした校内体制づくりへの助言と

いうことになってございます。 

○丸山わき子君 

  そうしますと、専門的指導員は、どこに配置されるのか、その辺はどうなんでしょうか。 

○教育次長（吉田一郎君） 

  学校教育課になります。 

○丸山わき子君 

  学校教育課に配置され、それで、各学校との関係、これはどんなふうに進められていくの

か、その辺についてはどうでしょうか。 

○教育次長（吉田一郎君） 

  先ほども申し上げましたとおり、発達障害早期継続支援事業につきましては、発達障害の

可能性のある児童・生徒に対する各学校段階の移行期における円滑かつ適切な引き継ぎ手法

や時期等に関する調査研究を行うモデル事業でございますので、このため、各学校への支援

として想定できますのは、先ほど申しましたけれども、専門的指導員による発達段階に応じ

た支援に関する助言、特別支援教育コーディネーター講師を中心とした校内体制づくりへの

助言などでございます。 

○丸山わき子君 

  こういった各学校への支援を行われていくということですが、国のモデル事業というのは

何年間、これを実施しようとしているものなのでしょうか。 

○教育次長（吉田一郎君） 

  今回のモデル事業は２年間、平成２７、２８年度でやります。 

○丸山わき子君 

  次に、対象児童です。発達障害ではなかろうかと思われる子どもたち、それから、さらに

疑われる子どもたち、小中学校でどのぐらい八街市はいるのか、お伺いいたします。 

○教育次長（吉田一郎君） 

  発達障害早期継続支援事業における対象児童・生徒は、通級による指導を受ける、通常の

学級ですね、通級による指導を受ける児童・生徒、そして特別支援学級における通級的な指

導を受ける児童・生徒、さらには通常学級で担任から個別の指導を受ける児童・生徒も対象

となっております。 

  通級による指導を受ける児童・生徒等が小学校や中学校の通常の学級に在籍している障が

いのある児童・生徒で、その障がいの状態に応じ個別指導を中心とした特別の授業を受けて

いる方でございます。 
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  本市では二州小学校と川上小学校に通級指導教室を開設しておりまして、二州小学校は言

語障害、川上小学校は学習障害、注意欠陥他動性障害に係る通級指導教室を開設してござい

ます。また、肢体不自由児や病弱につきましては、特別支援学校へ通う児童・生徒もおりま

す。 

  ご質問の平成２７年度における通級による指導を受ける児童・生徒数につきましては、児

童３０名、生徒１名の合計３１名でございます。 

  次に、通常的な指導を受ける児童・生徒、特別支援学級において通級的な指導を受ける児

童・生徒につきましては、平成２７年度における児童・生徒数は児童５３名、生徒４名の合

計５７名でございます。 

  この通級による指導を受ける児童・生徒及び通級的な指導を受ける児童・生徒の合計数は

８８名でございまして、これを平成２７年５月１日現在の児童・生徒数で割りますと、在籍

割合は１．６パーセントでございます。 

○丸山わき子君 

  発達障害を早期発見できるということが、まずは必要ではなかろうかなと。そういう意味

では、私はちょっと国のモデル事業にあわせて、もう少し幅を持って、積極的な対応も必要

ではなかろうかなというふうに思うわけです。 

  国の方では発達障害の子どもたちというのは、全国平均で６．５パーセントいるんだとい

うことを言われていまして、今、八街では１．６パーセントと言われたでしょう。これちょ

っときちんと確認されているのかなというのを感じたのですけれども、やはり、各学校をお

訪ねしますと、発達障害を持っている子どもが若干増えつつあるのかな。また、各学校でも

その対応に苦慮しているというのが実態ではないかというのを感じます。 

  それで、確かに小学校、中学校、それから、中学校から高校へ行く、そういう継続的にス

ムーズにいくようにという、そういうことも必要なんですけれども、それ以前に早期発見、

発達障害をいかに早く発見していくのか、ここに力を入れることも大切ではなかろうかとい

うふうに思うのです。 

  今、就学前の５歳児健診、この体制を強化している自治体が多いわけです。八街市も、先

ほどは１．６パーセント程度ですよというような答弁があったのですけれど、もっと多いと

思うのです、実際には。そういう意味で、５歳児健診の体制の強化というのを検討していく

べきではないかと。教育委員会と同時に、福祉センターと一緒になって、この問題に取り組

んでいくということが必要ではなかろうかなというふうに思うのですが、その辺、両方で答

弁いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○市民部長（石川良道君） 

  発達障害の早期発見という、あるいは早期対応というふうなお話でございますが、今、お

話のありました点につきましては、検討させていただきたいというふうに思います。 

○教育長（加曽利佳信君） 

  ただいま、るる説明させていただきました。１つ、事前にお話をさせていただきたいので
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すが、先ほど、１．６パーセントというお話がありました。これは通級学級の中で、今現在、

通級している中で、また、通級的な指導をしている中で対象になるものという人数で、発達

障害の割合としては、やはり国並みの数値を私たちは把握してございますので、改めてお伝

えしておきます。 

  本事業というのは、やはり発達障害の子どもたちをどう次の学校種へ伝えていくか、そし

て継続的に支援をしていくのかという研究でございます。小中の部は、今、八街市では幼小

中高連携をやっておりますので、小中学校の間の発達障害については、完全といいましょう

か、できる限りの手当てはとっております。今度は高校が入ってまいりますので、高校は入

学試験を受けてきますし、また、八街市の該当の中学校全員がそこの学校に行くわけではご

ざいませんので、その辺をどう扱っていったらいいのかというシステム作りが、今回、メイ

ンな部分になります。それを２年間研究して、その成果を各学校におろしていこうと。その

中には、先ほどお話がありました、早期発見の部分も出てくると思いますので、そういう部

分につきましては、就学時健診も含め、市長部局さんの方からお話がありましたように、連

携をとりながら、今回の研究をお互いにして、充実した発達障害への対応に実行していきた

いと思っております。 

○丸山わき子君 

  先ほど、全国平均で６．５パーセントといいますと、八街市では約３００名近い子どもた

ちがこういう対象の子どもになっているのではないかというふうに思うわけです。 

  私は今後、乳幼児期から、また、高校を出ても、成人していく、発達障害のシーンに一貫

してコーディネートできるような、そういう体制が必要ではなかろうかなというふうに思い

ます。 

  今回はモデル事業ということで、一部分的な、部分ということは大変失礼なんですが、一

部分的な対応になるのですが、今、八街市が抱えている発達障害（児）者の対応も本当に深

刻な問題になっていると思いますので、ぜひ、これを機会に、さらに大きな取り組みを進め

ていっていただくことを求めて質問を終わります。 

  以上です。 

○議長（湯淺祐德君） 

  以上で丸山わき子議員の質疑を終了します。 

  これで通告による質疑は全て終了しました。 

  お諮りします。議案第１号から議案第４号、専決処分の承認を求めることについては、会

議規則第３７条第３項の規定により、委員会付託を省略し、直ちに討論及び採決を行いたい

と思います。ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（湯淺祐德君） 

  ご異議なしと認めます。 

  議案第１号から議案第４号の討論通告受付のため、しばらく休憩をしますので、休憩時間
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中に通告するよう、お願いいたします。 

  再開時間は事務局より連絡をいたします。 

  しばらく休憩をします。 

（休憩 午前１１時２５分） 

（再開 午前１１時４１分） 

○議長（湯淺祐德君） 

  再開します。 

  これから討論を行います。 

  議案第１号について、右山正美議員の反対討論の発言を許します。 

○右山正美君 

  議案第１号、八街市税条例の一部改正の専決処分を求めることについて反対するものであ

ります。 

  軽自動車税関係の改正部分については、消費税１０パーセント段階で実施を検討するとさ

れていて、社会課税の抜本改正が先送りになり、それに伴い自動車取得税、軽自動車税につ

いて経過措置として見直しが行われたことから、税率引き上げ時期を１年先送りし、平成２

８年度から増税するというものであり、また、２０１６年４月１日の時点で最初の登録日か

ら１３年を越える古い軽自動車は重課税額として１万２千９００円、新しい軽自動車を買う

よりも割高となるもので、到底納得のいくものではありません。 

  消費税増税に伴う自動車取得税の廃止を穴埋めするための庶民増税である軽自動車の増税

は、きっぱりと中止することを求めて、議案に反対するものであります。 

  以上です。 

○議長（湯淺祐德君） 

  ほかに討論の通告はありません。これで討論を終了します。 

  これから採決を行います。 

  採決は分割して行います。 

  議案第１号、専決処分の承認を求めることについて、八街市税条例等の一部改正を採決し

ます。この議案を承認することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起 立 多 数） 

○議長（湯淺祐德君） 

  起立多数です。議案第１号は承認されました。 

  次に、議案第２号、専決処分の承認を求めることについて、八街市都市計画税条例の一部

改正を採決します。この議案を承認することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起 立 全 員） 

○議長（湯淺祐德君） 

  起立全員です。議案第２号は承認されました。 

  次に、議案第３号、専決処分の承認を求めることについて、八街市国民健康保険税条例の
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一部改正を採決します。この議案を承認することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起 立 全 員） 

○議長（湯淺祐德君） 

  起立全員です。議案第３号は承認されました。 

  次に、議案第４号、専決処分の承認を求めることについて、平成２７年度八街市一般会計

補正予算を採決します。この議案を承認することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起 立 全 員） 

○議長（湯淺祐德君） 

  起立全員です。議案第４号は承認されました。 

  議題となっています議案第５号から議案第７号、議案第９号及び請願第２７－１号を配付

してあります議案付託表のとおり、各常任委員会に付託します。 

  議案付託表に誤りがあった場合は、議長が処理することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（湯淺祐德君） 

  ご異議なしと認めます。 

  なお、議案付託表により、各常任委員会の開催日の通知といたします。 

  日程第２、休会の件を議題とします。 

  明日６月１０日から１８日までの９日間を、各常任委員会の開催及び議事都合のため、休

会したいと思います。ご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（湯淺祐德君） 

  ご異議なしと認めます。６月１０日から１８日の９日間を休会することに決定しました。 

  本日の日程は全て終了しました。 

  本日の会議はこれで終了します。 

  ６月１９日は午前１０時から本会議を開き、委員長報告、質疑、討論及び採決を行います。 

  議員の皆様に申し上げます。午後１時１０分から全員協議会を開催しますので、関係する

議員は議員控室にお集まりください。全員協議会終了後、議員親睦会総会を開催します。 

  ご苦労さまでございました。 

（散会 午前１１時４７分） 
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○本日の会議に付した事件 

 １．議案第１号から議案第７号、 

   議案第９号、請願２７―１号 

   質疑、委員会付託 

 ２．休会の件 

……………………………………………………………………………………………………………… 

議案第１号 専決処分の承認を求めることについて（八街市税条例等の一部改正） 

議案第２号 専決処分の承認を求めることについて（八街市都市計画税条例の一部改正） 

議案第３号 専決処分の承認を求めることについて（八街市国民健康保険税条例の一部改正） 

議案第４号 専決処分の承認を求めることについて（平成２７年度八街市一般会計補正予算） 

議案第５号 落花生の郷やちまた応援寄附金によるまちづくり条例の一部を改正する条例の制 

      定について 

議案第６号 八街市重度心身障害者の医療費助成に関する条例の一部を改正する条例の制定に 

      ついて 

議案第７号 平成２７年度八街市一般会計補正予算について 

議案第９号 平成２７年度八街市水道事業会計補正予算について 

請願27-1号 市道三区３５号線の歩道整備を求める請願について 


